
人件費 15.5％
30億3,140万円
前年比＋2億1,352万円

扶助費
20.3％
39億5,303万円
前年比
＋3,790万円物件費 14.1％

27億5,187万円
前年比△4,250万円

補助費等
11.9％
23億2,172万円
前年比
＋2,632万円

繰出金 9.7％
18億9,610万円
前年比＋557万円

その他 4.4％
８億5,560万円
前年比＋5,489万円

公債費
13.1％
25億6,021万円
前年比△7,971万円

市税
26.3％
51億3,179万円
前年比＋1,971万円

地方交付税
28.6％
55億8,013万円
前年比△3,146万円

国庫支出金
13.2％
25億8,405万円
前年比△1億7,014万円

市債 8.9％
17億3,332万円
前年比
△2億1,898万円

県支出金 6.6％
12億9,114万円
前年比
△1億6,416万円

その他 16.4％
31億9,957万円
前年比＋1億503万円

普通建設事業費
11.0％
21億5,007万円
前年比△6億7,599万円
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　前年度予算から2.3％減の４億6,000万円の減
額となりました。歳入では、市税全体で0.4％
増の1,971万円の増収を見込んでいます。また、
普通建設事業の縮小により国庫支出金や市債が
大幅に減っています。

　歳出では、普通建設事業費が府中市こどもの
国の完成などにより23.9％減の６億7,599万円
の減額となり、一方、人件費・扶助費・公債費
を合わせた義務的経費は1.8％増の１億7,171万
円の増額となっています。

今年度予算編成の概要

昨年度補助したビニールハウスと玉ねぎ移植機

前年度に都内で開催したセミナーの様子

前年度行われた働き方改革セミナー

経営規模の拡大に伴う農業所得の向上な
どを目的として、農業用機械や農業用施
設の整備に対して補助金を交付します。

ものづくり産業の振興を図るため製造業
者などの競争力強化、販路開拓を目的と
した事業に補助金を交付します。

首都圏などに在住で移住・定住を検討す
る人へ、市内企業を紹介するセミナーを
開催する。

市内企業の事業内容や採用実績などを掲
載したガイドブックを作成し、市内高校
生や近隣大学などに配布して市内企業へ
の就職を促進します。

女性が働きやすい職場環境や社会意識づ
くりのため、企業向け啓発セミナーを開
催します。

中学３年生・義務教育学校９年生までの
入院・通院に対して医療費の一部を助成
します。

市外からの医師招聘や医療機関の開設な
どに要する経費を補助します。

地域農業振興
支援事業
� 417万円

ものづくり産業
競争力強化事業
� 400万円

ガイドブック
作成事業
� 200万円

女性の活躍
応援事業
� 17万円

乳幼児医療費
給付事業
� １億187万円

市内企業と地方
移住希望者の
マッチング事業
� 264万円

医療体制確保事業
� 1,558万円

「ものづくりのまち府中」の特性を生かし、安定した雇用を創出する

府中市の地域資源を生かし、新しいひとの流れをつくる

若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

平成30年度

府中市 予算
主な地方創生

事業

一般会計予算総額

195億
2,000万円
前年比　

　△４億6,000万円（2.3％減）

の
問い合わせ先　企画財政課（☎４３-７１１９）

※市民一人当たりの金額は、予算額を

平成30年３月１日の人口40,113人で割

ったものです。

市民一人当たり

486,625円

市内企業を紹介し

たガイドブック。
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